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１．研究の背景と目的 

 

近年の環境志向・健康志向の高まり等を背景に、都市

交通の重要な交通手段として自転車が注目を集めている．

自転車は車道走行が原則であるが、1978年の道路交通法

改正以降、わが国では自歩道上での走行が認められてい

る箇所もある．これは当時自動車と自転車の事故が多発

したことから緊急避難的な措置として実施されたことに

起因する．しかし、近年の自転車利用者の増加に伴って

歩行者・自転車ともに安全上の問題が深刻化することに

なった．その現状として歩行者対自転車事故件数を見る

と、最近10年間で約3.7倍１）に増加しており、特に、混

雑する都心部の自歩道上では歩行者と自転車の錯綜が問

題となっている．この問題の解決には、自転車走行空間

や駐輪に関する問題、ルール・マナーに関する問題など

の様々な問題との関係性を明確にし、検討していく必要

があると考えられる． 

そこで本研究では、都心部の自歩道上での自転車・歩

行者混在化における自転車利用に着目し、構造化手法で

あるISM法を用いて自転車の安全走行に関わる課題を体

系的にまとめるとともに、今後の自転車問題の取り組み

方における情報提供ツールの構築を目的とする． 

 

２．既往研究 

 

自転車研究に関しては、走行空間や駐輪行動の評価な

ど、自転車利用に伴って発生する課題とその解決方法を

扱った研究が多く報告されている．主な研究として、歩

行者と自転車の安全性に関して山中ら２）は自転車・歩

行者混在化における自歩道上を対象とし、自転車速度の 
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85パーセンタイル値に着目して評価レベルを提案してい

る．このレベルによって自転車・歩行者の快適性や安全

感などを表現している．松崎ら３）は歩行者・自転車混

在交通での錯綜現象について、形態別・危険度別に分類

し、錯綜現象と個人属性、交通要因に関連付けて定量的

に分析している．小島４）らは歩道上での歩行者対自転

車事故の原因として、双方の危険感知距離のギャップに

着目し考察している． 
一方で、自転車利用者の特性に関するものとして、武

田ら５）は自転車が関与した事故について分析しており、

自転車利用者の年齢や事故発生時の時間帯について考察

している．山岡ら６）は、歩行時・自転車運転時におけ

る危険行為に対する意識に着目し、その実態を把握・分

析している． 
このように、これまでは自転車の安全走行に関わる諸

問題を単一に扱った研究が多くなされてきたが、それら

の諸問題を整理し全体像を把握するような研究は十分と

はいえない．例えば、コミュニティサイクルシステム

（CCS）の全体像を把握するための研究として、阿部

ら７）がCC運営担当者へのヒアリング調査と、報告書・

アンケート調査結果等より比較分析を行い、CCS構築

フローチャートを提案したものがある．これにより、C
CS構築のための体系的な検討が可能となっているが、

数量的な関係を示したものとはなっていない． 
本研究では、自転車の安全走行に関わる諸問題の全体

像を把握しその解決プロセスを検討するため、要素を数

値化し構造的に分析する手法としてISM法を用いる． 
 

３．安全走行に関わる課題要素の構造化 

 

（１）ISM法の概要  

ISM（Interpretive Structural Modeling）法は、複

雑な社会システムの問題構造を構造モデル化することで

分析を行う手法である．その特徴は、問題構造を有効グ

ラフとして示しており、直接的及び間接的な関係を視覚

的に把握することで、合意形成のツールとしても応用で

きることなどが挙げられる８）．ISM法の主な手順は次の

ようになる． 

（ⅰ）問題複合体の構成要素の抽出 



（ⅱ）要素項目間の関係付けによる隣接行列の作成 

（ⅲ）行列計算 

（ⅳ）構造モデルの作成 

この手法を用いて、自転車の安全走行に関わる課題の

体系化を行い、今後の自転車問題の取り組み方について

のプロセスを整理した． 

 

（２）安全走行に関わる要素項目の抽出  

自転車交通は安全性の観点より、車道・自歩道・自転

車道の使い分けについて十分な検討が必要であり、その

ためにまずは歩行者・自転車の自歩道の共用に向けた取

り組みが必要であると考えられる．そこで、既存研究や

参考文献をもとに、自歩道上を対象とした自転車の安全

な走行を阻害する要素項目を抽出した（表-1）． 

表-1 抽出した要素項目 
要素項目 要素項目

1 自歩道の路面 15 自転車利用者の夜間走行

2 自歩道の幅員 16 自転車利用者の片手運転

3 交差点 17 自転車利用者の肉体的な要因

4 急な下り坂 18 自転車のブレーキ性能

5 急カーブ 19 自転車の安定性

6 交通安全施設 20 自転車の調整

7 自歩道上の放置自転車 21 自転車の安全器具

8 走行空間の天候 22 荷物の量

9 自転車利用者の走行マナー 23 視認性

10 自転車利用者の走行位置 24 自歩道の交通量

11 自転車利用者の走行速度 25 歩行者の挙動

12 自転車利用者の交通ルールの認識 26 歩行者の不注意

13 自転車利用者のよそ見運転 27 歩行者の飛び出し

14 自転車利用者の不注意

 続いて、KJ法により要素項目の検討、絞り込みを行い

要素項目数を以下の15項目とした（表-2）．  

表-2 決定した要素項目 

要素
番号 要素 項目

1 自 転 車に 対 す る 歩 行 者 の 視 認 性 の 確 保

2 自 歩 道上 の 施 設 物 の 配 置 へ の 配 慮

3 交 差 点部 の 形 状 の 整 備

4 自 歩 道の 幅 員 の 整 備

5 自 歩 道の 走 行 路 面 （ 段 差 ， ひ び 割 れ 等 ） の 整 備

6 交 通 安全 施 設 （ 信 号 機 ， カ ー ブ ミ ラ ー 等 ） の 設 置

7 自 歩 道上 の 道 路 標 識 （ 規 制 標 識 ， 警 告 標 識 等 ） の 設 置

8 自 歩 道上 を 通 行 す る 自 転 車 の 交 通 ル ー ル の 制 定

9 自 歩 道上 の 放 置 自 転 車 の 解 消

10 自 転 車の 性 能 （ 速 度 ， ブ レ ー キ 等 ） に 対 す る 認 識 の 確保

11 自 転 車の 交 通 ル ー ル （ 自 転 車 安 全 利 用 五 則 等 ） の 認 識の 確 保

12 自 転 車利 用 者 の マ ナ ー の 改 善

13 自 転 車の 挙 動 （ 不 注 意 な ど に 起 因 す る 運 転 操 作 の 誤 り等 ） の 改 善

14 自 転 車の 危 険 運 転 （ 並 列 走 行 ， 右 側 走 行 等 ） の 解 消

15 自 転 車保 険 へ の 加 入

  

今回は、安全対策を考える際、自転車が歩行者に対し

て配慮すべきであるという視点で、KJ法による要素項目

の絞込みを行った．なぜなら、その緊急的措置として自

歩道上を走行している自転車は、歩行者に対しより配慮

が必要であると考えるからである．また、要素項目は改

善可能であるものに絞るよう考慮した．以上より、決定

した要素項目は歩行者が改善すべき項目（自転車に対す

る歩行者の視認性の確保（要素番号1））以外は、行政

または自転車利用者が改善すべき項目となっている．  

この15項目の要素項目を用いて、自転車が自歩道上で

安全に走行するために改善すべき課題の構造化を行う． 

 

（３）要素項目間の関係付け 

要素項目間の関係の有無を決定するにあたり、まず

「関係」という言葉の定義を明確にしておく．ISM法に

より構造モデルを作るためには、2項目を一対比較した

場合に、必ず順位が付けられることが必要である．本研

究では「自転車利用者の立場から見て、要素項目iの改

善は、要素項目jの改善に寄与するか」と定義した． 

次に、定義した要素項目間の関係を把握するため、自

転車交通の課題に精通した有識者（以下：有識者）と一

般の自転車利用者（以下：利用者）を対象にアンケート

調査を実施した．調査概要を表-3に示す． 

表-3 アンケート調査概要 

有識者 コンサルタント職員

利用者 大学生（北見工業大学）

有識者 電子メールによる配布・郵送回収

利用者 手渡しによる配布・回収

有識者 25票

利用者 22票
回収票数

調査項目
要素項目間の因果関係の一対比較
利用者アンケート

調査対象

調査方法

 

（４）構造モデルの作成 

得られた個人のアンケートデータ結果より、要素項目

iが要素項目jに直接的な因果関係が認められる場合を1、

認められない場合は0を記入し、隣接行列データを作成

した．そして、有識者及び利用者の隣接行列データの各

成分の平均値が0.5以上の場合は1、0.5未満の場合は0と

してそれぞれの平均の隣接行列データ算出した． 

算出したそれぞれの平均の隣接行列データから、構造

モデル作成プログラムを用いて、有識者及び利用者の構

造モデルを作成した（図-1）．この構造モデルは、有識

者及び利用者が意識的に持っている自転車の安全走行に

関わる要素項目間の因果関係構造を視覚的に表したもの

と考えることができる．以下、それぞれの構造モデルを

有識者の意識構造と利用者の意識構造とする． 



図-1 有識者と利用者の意識構造 

 

４．有識者と利用者の意識構造の比較 

 

構造化の結果、図-1より有識者と利用者の意識構造が

異なっていることから、有識者と利用者では自転車が安

全に走行するために改善すべき課題の捉え方が異なるこ

とが視覚的に明らかになった．有識者の意識構造が階層

的であるのに対し、利用者の意識構造のうちLv.4の階層

は並列的な構造を示している．これは、有識者が要素項

目間の因果関係を明確に捉えているのに対し、利用者は

要素項目間の因果関係が明確でないことを示していると

考えられる． 

次に2つの意識構造を比較すると、有識者の意識構造

では「自歩道の幅員の整備（要素番号4）」が最下層に

位置しているのに対し、利用者の意識構造では「自歩道

上を通行する自転車の交通ルールの制定（要素番号

8）」が最下層に位置している．有識者は自歩道の幅員

を整備することが他の要素項目の改善に最も多く寄与す

ると考えており、これは、一般に自転車を走らせる上で

は自転車走行空間の確保が課題であるといわれているこ

とが反映しているのではないかと考えられる．一方、利

用者は自転車交通のルールを制定することが他の要素項

目の改善に最も多く寄与すると考えている．しかし、今

回のアンケート調査結果から、全体の9割の利用者は自

転車安全利用五則の存在を認識しておらず、このことが

利用者の意識構造に反映したのではないかと考えられる． 

また、それぞれの意識構造の上層部（Lv.1～Lv.3）に

位置する要素項目はある程度類似していることも分かる．

これは、これらの要素項目間の因果関係が解釈しやすい

ものであったためと考えられる． 

 

５．意識構造からみた問題構造の明確化 

 

利用者は、意識構造に並列的な階層が含まれているこ

とから、どの課題に対しても因果関係があると捉える傾

向があるなど、自転車が安全に走行するために改善すべ

き課題を明確に捉えきれていないと考えられる．ここで、

有識者の意識構造が理想的な自転車利用者の意識構造で

あると仮定したとき、一般の自転車利用者の意識構造を

いかに有識者の意識構造へと変容させていくかが、今後

の自転車問題の解決プロセスにとって重要である．そこ

で、利用者のもつ要素項目間の因果関係をより明確にさ

せ、有識者の意識構造へと変容させていくために、利用

者にとって要素項目間の因果関係が不明確な課題を抽出

する． 

今回は、利用者の意識構造のうち並列的な関係を示し

ている階層（Lv.4）の要素項目を抜き出して構造化する

という操作を行った．その結果として構造が階層的に変

容するのであれば、抜き出した要素項目が因果関係を複

雑にする要因であり、利用者にとって因果関係が不明確

な要素項目であると判断できる．図-2は「歩道上の放置

自転車の解消（要素番号9）」を抜き出して構造化を行

った例である．もとの並列的な階層（Lv.4）が分解され、

階層的な意識構造に変容していることが分かる．この作

業をLv.4内の各要素項目に対し行った結果、「歩道の幅

員の整備（要素番号4）」及び「歩道上の放置自転車の

解消（要素番号9）」の因果関係が不明確であることが

明らかとなった． 

このように意識構造の変容を可視化できることはISM

法のメリットであり、以上の操作を議論の場に適用する

ことで何が問題を複雑にさせているかを明らかにしなが

ら議論を展開することが可能である． 

図-2 利用者の意識構造の構造変容の一例 

 

６．自転車安全走行における課題の体系化 

 

（１）要素項目の領域設定 

有識者は要素項目間の因果関係が階層化され、自転車



が安全に走行するために改善すべき課題について明確に

捉えていると考えられる．図-3に見られるように、課題

の構造化はいくつかのまとまりに分類でき、今回は運転

行動に関する領域、視認性に関する領域、駐輪行動に関

する領域、利用意識に関する領域と分類した． このよ

うに要素項目間の因果関係を視覚化し、要素項目の領域

分けを行うことで、直接的な因果関係のみならず間接的

な因果関係も同時に把握が可能となるため、問題構造を

より客観的に把握することができる． 

 

（２）各要素項目の構成位置に着目した考察 

意識構造図に描かれた矢印は、改善による要素項目間

の因果関係を表したものであり、矢印の始点の要素項目

の改善が矢印の終点の要素項目の改善に寄与しているこ

とを示している．したがって、下層部に位置する要素項

目ほど、その要素項目を改善した際に他の要素項目への

間接的な改善効果が高くなると判断できる．意識構造の

結果を分析すると、「自歩道の幅員の整備（要素番号

4）」は最下層に位置しており、他の要素項目への影響

が最も強く間接的な改善効果が高いと考えられる． 

一方、「交差点の形状の整備（要素番号3）」、「歩

道の幅員の整備（要素番号4）」、「自歩道の走行路面

の整備（要素番号5）」、「自歩道上を通行する自転車

の交通ルールの制定（要素番号8）」、「自転車の性能

に対する認識の確保（要素番号10）」そして「自転車保

険への加入（要素番号15）」は他の要素項目に影響され

ない独立な要素項目であることが分かる．つまりこれら

の要素項目は直接対策を行い改善していく必要がある． 

 

（３）各領域の構成位置に着目した考察 

次に領域全体に着目すると、利用意識に関する領域が

各領域の中で最も下層部に位置していることが分かる．

続いて、駐輪行動に関する領域は利用意識に関する領域

と包含関係にあり、利用意識に関する領域の改善に影響

を受けることが分かる．さらに運転行動に関する領域及

び視認性に関する領域は、駐輪行動に関する領域の改善

に影響を受けるという全体の関係が把握できる． 

また、各領域内の要素項目の構成に着目すると、各領

域の改善プロセスを把握することができる．例えば利用

意識に関する領域に着目すると、交通安全教室等で自転

車利用者のマナーを改善しようとする場合、自転車の交

通ルールや自転車の安全な速度・制動距離、さらには自

転車の調整方法なども併せて説明し、自転車利用におけ

る正しい知識を与えることで、より良くマナーが改善さ

れることが分かる．さらに、行政側としては自転車の交

通ルールや道路標識に不備がないか、事前に検討し改善

しておくことが望ましいことが分かる． 

以上より、これまでは走行空間対策や放置自転車対策、

啓発活動等対策は単一的に実施される傾向であったが、

このように、構造モデルを用いることでシステマチック

な計画が可能となる． 

図-3 要素項目の領域設定 

 

７．改善難易度を考慮した解決プロセスの検討  

 

（１）制約条件の定義 

6章では自転車安全走行に関わる課題の因果関係を体 

系的に把握した．しかし実際にこれらの課題の解決プロ

セスを検討する際、各課題が現実的に改善可能であるか

を考慮する必要がある．そこで表-4に示すように、各要

素項目に対し改善策の一例を設定した． 

表-4 各要素項目に対する改善策の一例 

要素
番号

改善策の一例

1
反射材の配布
反射材に関するチラシ・パンフレット等の配布
交通安全運動，交通安全教室の実施

2
道路占用物件の適正化
道路占用に関するチラシ・パンフレット等の配布
歩道上の植樹の管理

3 交差点改良（右折レーン設置，車道拡幅）

4
自転車道，自転車レーンの整備
歩道の拡幅

5
歩道のバリアフリー化
歩道の維持補修

6

信号機の更新(LED化 )，維持管理
道路照明の設置，維持補修，維持管理
防護柵の設置，維持補修
道路反射鏡の設置，維持補修

7 道路標識の設置，維持補修

8 条例の制定

9

自転車駐車場の整備，維持管理
放置自転車の撤去
ポスター・チラシ・パンフレット等配布による啓発活動の実施
交通安全運動，交通安全教室，自転車利用講習会の実施

10
ポスター・チラシ・パンフレット等配布による啓発活動の実施
交通安全運動，交通安全教室，自転車利用講習会の実施

11 同上

12 同上

13 同上

14 同上

15 同上

※要素番号は表-2と対応



 次に、時間的制約・空間的制約・財政的制約を表-5の

ように定義し、この3つの制約条件から各要素項目の改

善難易度をランク評価で表すことを試みる． 

対象エリア及び対象路線の選定においては、都心部で

の歩行者・自転車の交通需要を考慮し、札幌市が交通バ

リアフリー化の必要性が高い地区として設定しているエ

リア９）を参考に設定した．これを図-4に示す．また、

東京１０）や京都１１）の自転車総合計画の計画期間を参考

に対象年数を10年とした． 

表-5 各制約の定義 

時間的制約
各改善策に対し，対象エリアにおける今後10年間の需
要量を満たすのに必要とする時間

空間的制約
各改善策に対し，対象エリアにおける今後10年間の需
要量を満たすのに必要とする空間

財政的制約
各改善策に対し，対象エリアにおける今後10年間の需
要量を満たすのに必要とする費用

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-4 対象エリア及び対象路線 

（２）制約度ランクの算出 

 設定した条件に基づき、札幌市１２）や他の自治体が公

表している数年間分の事業評価書を参考にして、各改善

策に要する時間的制約・空間的制約・財政的制約を算出

した．そして、算出した各要素項目の時間的制約・空間

的制約・財政的制約に対し表-6に示す基準で点数をつけ、

そして表-7に示す基準により、表-8のように各要素項目

の制約度ランクを決定した． 

求めた制約度ランクをもとに有識者の意識構造を色分

けで示したものが図-5である． 

表-6 各制約の得点基準 

時間的制約
各改善策に対し，対象エリアにおける今後10年間の需
要量を満たすのに必要とする時間

空間的制約
各改善策に対し，対象エリアにおける今後10年間の需
要量を満たすのに必要とする空間

財政的制約
各改善策に対し，対象エリアにおける今後10年間の需
要量を満たすのに必要とする費用

表-7 制約度ランクの基準 

制約度
ランク

内容
各要素項目の

得点合計

A 容易に可能 0～2

B 可能 3～5

C やや困難 6～8

D 困難 9～12

表-8 各要素項目の制約度ランク  
要素
番号 要素項 目

制約度
ランク

2 自 歩 道 上 の 施 設 物 の 配 置 へ の 配 慮 A

7 自 歩 道 上 の 道 路 標 識 （ 規 制 標 識 ， 警 告 標 識 等 ） の 設 置 A

8 自 歩 道 上 を 通 行 す る 自 転 車 の 交 通 ル ー ル の 制 定 A

1 自 転 車 に 対 す る 歩 行 者 の 視 認 性 の 確 保 B

6 交 通 安 全 施 設 （ 信 号 機 ， カ ー ブ ミ ラ ー 等 ） の 設 置 B

10 自 転 車 の 性 能 （ 速 度 ， ブ レ ー キ 等 ） に 対 す る 認 識 の 確 保 B

11 自 転 車 の 交 通 ル ー ル （ 自 転 車 安 全 利 用 五 則 等 ） の 認 識 の 確 保 B

12 自 転 車 利 用 者 の マ ナ ー の 改 善 B

13 自 転 車 の 挙 動 （ 不 注 意 な ど に 起 因 す る 運 転 操 作 の 誤 り 等 ） の 改 善 B

14 自 転 車 の 危 険 運 転 （ 並 列 走 行 ， 右 側 走 行 等 ） の 解 消 B

15 自 転 車 保 険 へ の 加 入 B

9 自 歩 道 上 の 放 置 自 転 車 の 解 消 C

3 交 差 点 部 の 形 状 の 整 備 D

4 自 歩 道 の 幅 員 の 整 備 D

5 自 歩 道 の 走 行 路 面 （ 段 差 ， ひ び 割 れ 等 ） の 整 備 D

 

図-5 制約度ランクにを考慮した問題構造 
 

（３）課題の解決プロセスの検討 

制約度ランクを導入することにより、改善難易度を考

慮した解決プロセスが可能となった．図-6より、「交差

点の形状の整備（要素番号3）」、「歩道の幅員の整備

（要素番号4）」、「自歩道の走行路面の整備（要素番

号5）」は制約度ランクがD（困難）であるため、対策を

実施するには多くの時間と費用が必要でありかなりの困

難が予想される．しかし、これらはいずれも独立的な要

素項目であり、「歩道の幅員の整備（要素番号4）」は



最下層に位置した重要な要素項目である．そこでこれら

の要素項目を改善する場合には、国のバックアップを含

めた長期的な対策が必要であると考えられる． 

間接的な改善効果と改善難易度を考慮すると、利用意

識に関する領域の改善が最も効果的かつ現実的であるこ

とが分かる．特に「自歩道上の道路標識の設置（要素番

号7）」、「自歩道上を通行する自転車の交通ルールの

制定」はいずれも制約度ランクがA（容易に可能）であ

り、比較的容易に行える対策であることが示されている．

続いてルールと標識の改善をベースに、6章で述べたよ

うな方法で自転車利用者のマナー改善を図ることで、利

用意識に関する領域の改善が達成されていくものと考え

られる． 

 一方、放置自転車問題は長年取り組まれてきた課題で

あり、解決が非常に困難なものとして捉えられているが、

自転車利用者のマナーを改善することで放置自転車問題

を解決へと導くことができると考えられる． 

 視認性及び運転行動に関する領域の改善には様々な切

り口が存在するが、自歩道上の施設物の配置への配慮

（要素番号2）は制約度ランクがA（容易に可能）であり、

また視認性及び運転行動の双方の領域に改善効果が得ら

れる対策である． 

 

７．おわりに  

 

本研究では、都心部の自歩道上での自転車・歩行者混

在化における自転車利用に着目し、自転車の安全走行に

関わる要素項目を抽出した．そしてISM法により、有識

者と利用者の意識構造を視覚的に明らかにし、両者の課

題の捉え方に違いがあることを明らかにした． 

今後、自転車交通に対する施策を実施するにあたり、

利用者の意識構造をより明確にすることが必要である．

そこで、本研究の方法を用いることにより利用者の問題

構造を明確化することで、ワークショップのツールや P

Iなどの合意形成ツールとして適用できると考えられる．

また今回、各課題が現実的に改善可能であるかを考慮す

るため制約度ランクを導入し、課題の解決プロセスを検

討した．その結果、標識や交通ルールの改善を検討しな

がら自転車利用者のマナー改善策を実施していくことが

最も効果的かつ現実的であることが明らかになった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の課題としては、利用者と有識者の意識構造の違

いを生む要因について詳細な分析や、実際に利用者の意

識を変容させる方法について検討が必要であると考える．

また、自転車問題の全体像を把握するには、今回扱った

自転車の安全走行のみでなく、歩行者の安全な通行に関

する課題の整理や行政の街づくりにおける課題の整理と

いった観点からもアプローチしていく必要があると考え

られる． 
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